
平成の合併進展後の
市町村と広域行政圏の現状
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※　合併新法による合併２４件を含む。

市町村数の減少率（H11.3.31→H20.11.1）

全国の市町村合併の状況

        凡例

ａ→ｂ（ｃ％）

ａ：H11.3.31の市町村数

ｂ：H20.11.1の市町村数

ｃ：減少率

３２３２市町村（H11.3.31）が１７８５（H20.11.1）に。
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未合併市町村数

合併市町村数

1,785

3,232

平均人口
91,825人

平均面積
357.3ｋ㎡

平均人口
26,093人

平均面積
100.9ｋ㎡

※ H20.1.30官報告示分までのもの。
※ 段階的に合併した市町村については、重複してカウントしていない。
※ H11.3.31の人口は、平成７年国勢調査人口による。H20.11.1の人口は、平成１７年国勢調査人口による。
※ H11.3.31の面積は、「全国市町村要覧（平成１０年度版）」の面積による。H20.11.1の面積は、「全国市町村要覧（平成１９年度版）」の面積による。

合
併

未
合
併

合併による平均人口・歳出規模の増加合併による平均人口・歳出規模の増加

平均歳出規模
約113億円

平均歳出規模
約366億円

平均人口 55,093人
平均面積 137.9ｋ㎡

平均人口 53,476人
平均面積 137.8ｋ㎡

平均歳出規模
228億円

平均歳出規模
205億円



3

人口段階別の市町村数・人口人口段階別の市町村数・人口

１１９，２７８，３４１

２１，８２５，０００

１９，１８２，０９６

２０，６３９，８２２

５７，６３１，４２３

人 口

（６９．７％）

（１５．５％）

（ ８．４％）

（ ６．３％）

（１８．３％）１，２４５５万人未満

（４８．３％）１１３２０万人以上

（１７．３％）１５０１０万人以上２０万人未満

（１６．１％）２７７５万人以上１０万人未満

１，７８５全国計

団 体 数人口段階

（３０．３％） ９７，４５３，３４１ （８１．７％）５４０５万人以上

（１４．７％） ７８，２７１，２４５ （６５．６％）２６３１０万人以上

（※平成２０年１１月１日 １７８５市町村ベース）
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広域行政圏施策の概要広域行政圏施策の概要

広域市町村圏
「昭和44年」

○市町村が当面する諸問題の解決、国土の均衡ある発展、過疎過密問題の解決に資することを目的。
○道路等の広域ネットワークの形成及びごみ・し尿処理、消防等の広域事務処理システムの整備に主眼。

趣旨

○関係のある市町村と協議のうえ、都道府県知事が広域市町村圏を設定。
○広域市町村圏を設定する場合には、都道府県知事は、あらかじめ自治大臣と協議。

設定

大都市周辺地域
広域行政圏
「昭和52年」

「広域行政圏」

○おおむね人口１０万人以上の規模。
○「就業、医療、教育、娯楽その他日常社会生活上の通常の需要が、その中でほぼ充足されるような都市及び周辺
農山漁村地域を一体とした圏域」・「都市的施設及び機能の集積を有する中心市街地が存在」・「中心市街地とその他
の市街地や集落を連絡する交通通信体系が既に整備」
○平成２０年１月現在、全国で３３６圏域。

基準

○大都市周辺地域における市町村の広域行政体制の整備・広域的計画策定及び施策の実施の促進。
○大都市周辺地域の急速な人口集中と市街地のスプロール化に対処。

趣旨

○おおむね人口４０万人程度。
○「地理的歴史的又は行政的に一体と認められる圏域を形成」・「一体的な将来像を描き、達成するために必要な都
市的行政課題が存在」
○平成２０年１月現在、全国で２５圏域。

基準

○圏域の振興整備を推進するための主体（広域行政機構）として、一部事務組合又は地方公共団体の協議会を設置。

組織

○関係のある市町村と協議のうえ、都道府県知事が広域市町村圏を設定。
○広域市町村圏を設定する場合には、都道府県知事は、あらかじめ自治大臣と協議。

設定

○圏域の主体（広域行政機構）として、地方公共団体の協議会を設置。

組織
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広域行政圏施策の経緯（参考）広域行政圏施策の経緯（参考）

新広域市町村圏計画
「昭和54年要綱」

３全総の定住構想を受け、地域の総合的居住環境の整備を目標とし、産業・雇用、地域医療、教育・文化、スポーツ・
レクリエーション、コミュニティ対策等、圏域のあらゆる地域的課題に総合的に対応することを目指す。

ふるさと市町村圏
「平成元年」 ○ ４全総の多極分散型国土の形成を促進することを目的。

○地域の自立的発展が見込まれる圏域の総合的、重点的な整備を推進。

趣旨

○関係のある市町村と協議のうえ、都道府県知事が広域市町村圏のうちから選定。
○ふるさと市町村圏を選定する場合には、都道府県知事は、あらかじめ自治大臣と協議。

選定

○おおむね人口１０万人程度。
○日常社会生活圏として自然的、経済的、社会的な一体性を確保。
○従来から地域の振興整備事業及び圏域としての共同事業に実績。
○圏域の総合的な振興整備のための事業を合理的、効率的に行うことの出来る管理執行体制が整備。
○平成２０年１月現在、全国で１４２圏域。

基準

広域行政圏施策
「平成３年」

４全総の多極分散型国土形成の理念に沿って、豊かさを心から実感できる国民の生活空間の整備が実現されること
を目標とし、国土形成の基礎的な単位として、圏域の総合整備に努める。

広域行政圏施策
「平成12年要綱」

地域における参加と連携を推進して、２１世紀の国土のグランドデザイン（５全総）の多自然居住地域を創造していくこ
とが重要な課題となっており、さらに、地域間の連携を効果的に進める観点からは、自主的な市町村合併を積極的に
推進することが必要。

○ふるさと市町村圏の広域行政機構として、複合事務組合を設置。
○ふるさと市町村圏の創造的、一体的な振興整備のため、ふるさと市町村圏基金を設置。

組織

○広域行政圏において、主として公共施設の整備事業や公共的ソフト事業を実施。
○これらの事業に対し、国が補助金・交付金・起債・基金・交付税制度を用いて支援。

実施事業・支援施策
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■広域行政圏の状況（平成２０．１１．１予定）

(１) 広域行政圏の設定状況

（注）１ 広域市町村圏とは、圏域人口が概ね１０
万人以上であり、一定の要件を具備した日
常社会生活圏を形成し、または形成する
可能性を有すると認められる圏域（２に掲
げる圏域を除く。）のことをいう。

２ 大都市周辺地域広域行政圏とは、圏域
人口が概ね４０万人程度の規模を有する
こと、地理的歴史的又は行政的に一体と
認められること等の要件を具備した圏域の
ことをいう。

３ 広域的市町村とは、一の広域行政圏に
属するすべての関係市町村の合併により
新たに設置された市町村のことをいう。

４ 人口は、平成17.10.1現在の国勢調査人
口による。

５ 面積は、全国都道府県市区町村別面積
調（平成18.10.1現在）による。

広域行政機構の現況は、次のとおりである。なお、一

部事務組合の中には、地方自治法第２８５条に規定す

る「複合的一部事務組合」を含む。

(２) 広域行政機構の現状 （平成２０．１１．１予定）

２７９

２５協議会大都市周辺地域広域行政圏

８５協議会

１６４一部事務組合

３０広域連合
広域市町村圏

２７９

２５協議会大都市周辺地域広域行政圏

８５協議会

１６４一部事務組合

３０広域連合
広域市町村圏

371,260119,2781,785－全 市 町 村

（5.9）
21,895

（3.1）
3,654

（2.1）
3838

（参考）上記（A）のうち
広域的市町村

1,005
1,048

428

259
208
940

5
4
8

－
－
－

１圏域あたりの平均 (A)
(B)
(C)

（2.9）
10,689   

（19.7）
23,490

（11.1）
199  25大都市周辺地域広域行政圏(C)

（94.8）
352,006

（58.6）
69,893

（84.1）
1,502336広域市町村圏 (B)

（97.7）
362,695

（78.3）
93,383

（95.3）
1,701361広域行政圏 (A)

面積（K㎡）人口（千人）市町村数圏域数区 分
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（東京２３区を除く）

広域行政圏の設定状況広域行政圏の設定状況

東京圏・名古屋圏・関西圏の３大都市圏等においては、いずれの広域行政圏も設定されていない市町村
（さいたま市・千葉市・三鷹市・横浜市・名古屋市・京都市・大阪市・神戸市等）もある。
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地方生活圏
「昭和44年」 ○都市地域については都市機能の強化育成を図り、農山村地域については生活環境施設を整備するとともに、地方

生活圏の一体的形成を図るために必要な道路、河川等の社会資本整備を推進。

趣旨

○都道府県知事が設定。

選定

○半径おおむね２０～３０ｋｍ、人口おおむね１５～３０万人を標準。

○都道府県内の市町村（京浜葉、中京及び京阪神の大都市地域内にあるものを除く。）のすべてが、いずれかの１つ
の地方生活圏に属し、１つの市町村の区域が２以上の地方生活圏に属さない。
○１つの都市計画区域が２以上の地方生活圏に属さない。
○地方生活圏中心都市を有し、これを中心に一体的に整備すべき区域。
○全国で１７８圏域。

基準

新地方生活圏計画
「平成２年」

○「多極分散型国土形成の受け皿整備」、「地域の総合的・体系的整備」、「地域の創意工夫による地域整備への支
援」、「日常生活の向上の支援等の観点からの生活圏整備」の重要性がますます高まっていることを受け、新地方生
活圏計画の策定及びそれに基づく圏域整備の実施により、地域住民にとって豊かで住みよい地域づくりを推進。

○旧建設省において、新地方生活圏計画に位置付けられた主要プロジェクトの実現に必要と認められる社会資本整
備を重点的に実施。

○１４０の地方生活圏に新地方生活圏計画。

○地方生活圏のための主体の設置は特に定めていない。

組織

地方生活圏の概要（参考）地方生活圏の概要（参考）

○地方生活圏計画に位置付けられた主要プロジェクトの実現に必要と認められる社会資本整備を重点的に実施。

実施事業・支援施策
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人口５万以上の市町村の現況例（１）人口５万以上の市町村の現況例（１）

○ 合併の進展により人口５万以上の市町村が県域内に特段の偏りなく配置されることとなっ
た県がある。（例 新潟県・愛媛県）

新潟県 愛媛県

★

★

★

★

（★）

★

★
★

★

★

★

★

★

広域行政圏域

昼夜間人口比率
１以上・人口５万
以上の市（平成
17年国調）

★

★

政令市
中核市
特例市
１０万人都市
５万人都市



9

山梨県 高知県

★

★

広域行政圏域

人口５万以上の市町村の現況例（２）人口５万以上の市町村の現況例（２）

○ 人口５万以上の市町村が県域内の一部エリアにのみ配置されており、ほとんどのエリアが
広域行政圏単位での対応に限界があると考えられる県がある。（例 山梨県・高知県）

★

昼夜間人口比率
１以上・人口５万
以上の市（平成
17年国調）

★政令市
中核市
特例市
１０万人都市
５万人都市
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山形県 和歌山県

★

★

★

★

広域行政圏域

人口５万以上の市町村の現況例（３）人口５万以上の市町村の現況例（３）

★

★

昼夜間人口比率
１以上・人口５万
以上の市（平成
17年国調）

★

○ 人口５万以上の市町村が県域内の複数エリアに配置されているが、エリアによっては広域
行政圏単位での対応に限界があると考えられる県がある。（例 山形県・和歌山県）

政令市
中核市
特例市
１０万人都市
５万人都市


